
 第３号様式（第６条第１項関係） 
市長 副市長 部長 課長 主幹・副主幹 主査・主査補 班員 

       

付議・報告部課      

平成29年8月21日 

会議結果報告書（行政経営戦略会議） 

１ 日時及び場所 

平成29年8月21日（月）午前9時30分～ 本庁舎3階特別会議室 

２ 出席者 

財政課 津々木課長、池内主査 

３ 件名 

平成３０年度予算編成方針の決定について 

４ 会議結果 

■ 案のとおり決定する。 

□ 一部修正の上、決定する。 

□ 継続して検討する。 

□ 案を否決する。 

□ 報告を了承する。 

５ 会議内容 

【質疑等】 

●P2 平成３０年度の財政見通し 

・固定資産税では新規の企業進出などにより一部増収が見込まれるとあるが、場所はど

の辺りか。 

 ⇒復インター近くに進出した企業を見込んでいる。他の地区でも企業進出が見込まれ

ているが、平成３１年度以降の増収見込みである。 

・固定資産税の減収要因は何か。 

 ⇒評価替えによる下方修正を見込んでいる。 

・市税の徴収率実績について 

⇒平成２８年度は、現年・過年合計で、９２.２％で０.１ポイント増となった。 

・地方交付税や臨時財政対策債は、現時点では不透明であるため、国の動向を十分注視

していく必要があるとのことだが、国から地方財政計画等の通知はきていないのか。 

 ⇒地方財政措置について、総務省から各府省へ申し入れた概要は、総務省のホームペ

ージに掲載されているが、具体的な通知はきていない。 

●P4 公共施設等の新設及び大規模改修等への対応 

・実施計画事業を除き、公共施設の新設と大規模改修は、原則として凍結することとし

ているが、学校のトイレ改修も該当するのか。 

⇒こどもの健康上や安全上必要なものは、例外の取扱いとする。 

 

●市長指示事項 

・スクラップ＆ビルドの徹底を図り、新たな行政需要にも的確に対応できるよう、予算

編成に取り組むこと。 

備考 会議内容を簡潔に記載すること。 



別 記 

 第１号様式その１（第４条第４項関係） 

平成２９年８月２１日 

付議書（行政経営戦略会議） 

 

            部課名（ 総務部財政課 ） 

１ 件名 

 平成３０年度予算編成方針の決定について 

２ 目的 

平成３０年度予算編成にあたり、白井市財務規則第９条に基づき

「平成３０年度予算編成方針」を定める必要があるため付議する。 

３ 効果 

 編成方針に基づく予算編成を行うことで、限られた財源を効果・効

率的に配分する。 

４ 現状と課題 

 人口減少や高齢化の進展などと相まって、税収の減少、扶助費等の義務

的経費の増加に加え、公共施設等の大規模改修等が見込まれている。 

「ヒト・モノ・カネ・情報」の行政資源を有効活用し、最少の経費で最大

の効果が上がるよう、既存事業の徹底的な見直しと事業を選択する必要が

ある。 

５ 対応 

  

６ スケジュール 

 ８月３１日に部等長に通知する。 

７ その他 

 方針の周知徹底を図るため、全課長を対象に説明会を行う。 

８ 関連情報 

関係法令等  

関係課  全課 

予算措置 事業費     会計  款 項 目       円

特定財源                    円
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平成２９年８月３１日 
 
 部 等 長 各位 
 

市 長  伊 澤 史 夫 
 
 
   平成３０年度予算編成方針について（通知） 
 
 平成３０年度の予算編成方針を下記のとおり定めたので通知する。 
 

記 
 

本市を取巻く状況と課題 

白井市は、昭和５４年の千葉ニュータウンの入居開始以来、町から市へと移行する 

など目覚ましい発展を遂げてきた。この間、人口は右肩上がりで増加し、歳入の根幹 

をなす市税の堅実な伸びに裏付けされた都市基盤や公共施設等の整備、市民サービス 

の向上を進めてきた。 

 しかし、平成２８年度からスタートした第５次総合計画の期間内における人口推計 

では、平成３２年度をピークに本市の人口は減少に転じ、高齢化率も年々上昇して 

いき、最終年である平成３７年度には２８パーセントに迫るものとなっている。 

今後は、人口減少や高齢化の進展などと相まって、税収の減少、扶助費等の義務的 

経費の増加が見込まれる。加えて、第５次総合計画前期基本計画の進捗状況を 
踏まえた計画の着実な推進や、公共施設等総合管理計画に基づく公共施設等のあり方 
についての検討、国・県の制度改正による事業内容の変更や事業量の増加にも対応し 

ていく必要がある。 

その一方で、平成３０年度の市職員数は、白井市定員管理指針の定員目標に基づき、 

現状より削減していく方針としており、事業主体や事業手法の見直しが求められて 

いる。 

こうした状況を踏まえ、第５次総合計画の実現を図り、次世代の子や孫に健全な 

ままの白井市を引き継ぐため、平成２８年度に策定した白井市行政経営指針に基づく 

将来を見据えた持続可能な行政運営を推進しているところであり、行政経営指針では、 

前期基本計画の最終年度である平成３２年度時点で、以下の３点を目標値として設定 
した。 

・経常収支比率９０％以下 
・財政調整基金残高２０億円以上 
・地方債残高２００億円以下 
これらの目標値の達成に向けて、着実に行政経営改革に取り組むとともに、初期の 

目的を達成した未利用地の売却を進めていくほか、本市の立地条件を活かして市内 
への企業進出の推進を図り、自主財源の更なる拡充をしていくことで、市民の視点 
に立った新たな市民ニーズに的確に対応することも必要である。 
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本市の財政状況及び財政見通し 

１ 本市の財政状況 

 市では、歳入に見合った効果的で効率的な財政運営及び基金取崩しに頼らない健全 
な財政運営を目指して、従前から行財政改革の推進と職員の意識改革を図ってきた。 

平成２８年度決算においては、財政の健全性を示す健全化判断比率である実質赤字 
比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率は、いずれも早期健全化 
判断基準を下回り、財政の指標は健全性を保っている。しかしながら、財政構造の 
弾力性を示す経常収支比率は、平成２７年度決算は９０％を下回っていたが、平成 
２８年度は前年度比２.５ポイント増の９１.１％に上昇した。今後、高齢化の進展 
などに伴う扶助費の増加や千葉ニュータウンの街開きに伴って整備した施設が一斉に 
老朽化を迎えて修繕等が必要になるなど、更なる財政負担が見込まれている。また、 
地方債残高については、平成２８年度末現在で１８３億９，１７６万円であったが、 
庁舎整備事業に伴う借入などから、平成２９年度末は２０３億９，８７８万円に増額 
する見込みである。今後は、平成３２年度時点で、地方債残高２００億円以下となる 
目標値達成に向けて、起債事業を厳選していく必要がある。 

財政調整基金残高については、平成２８年度末現在で２６億８，４３１万円である 
が、６月補正までの平成２９年度予算で計上した異動を考慮すると、平成２９年度末 
残高は２２億９，２９１万円に減額する見込みである。ただ、前期基本計画策定時に 
おける財政推計では、平成２９年度末で１３億７，８００万円としていることから、 
９億１，４９１万円の増額となる。公共施設整備保全基金については、平成２８年度 
末現在で７億４，５３８万円であるが、６月補正までの平成２９年度予算で計上した 
異動を考慮すると、平成２９年度末残高は４億４，９２２万円に減額する見込みで 
ある。このため、地方交付税などの依存財源に頼らなければならない状況に変わりは 
なく、予算編成過程においては、関係府省庁からの情報収集に努めるなど、適切な 
対応を図ることが不可欠である。 
 
 
２ 平成３０年度の財政見通し 

 歳入面では、市の歳入の根幹をなす市税収入は、市民税では平成２９年度と同程度 
が見込まれ、固定資産税では新規の企業進出などにより一部増収が見込まれるものの、 
評価替えによる減収により、市税全体としては、平成２９年度当初予算額を下回る 
見込みである。また、地方交付税や臨時財政対策債は、現時点では不透明であるため、 
国の動向を十分注視していく必要がある。 
 一方、歳出面では、平成２９年度をもって庁舎整備事業が終了するが、大規模な 
施設整備事業として、学校給食共同調理場建替事業や西白井コミュニティセンター 
建設事業、高齢化の進展などに伴う扶助費（社会保障費）の増加、実施計画事業の増 
など、歳出全体として、平成２９年度同程度の歳出が見込まれる。 
 したがって、身の丈に合った予算編成を行うこととしている。 
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予算編成の基本方針 

平成３０年度は、第５次総合計画前期基本計画の中間年である。基本構想に掲げる 

市の将来像「ときめきとみどりあふれる快活都市」の実現に向けて、計画事業の 

進捗状況をしっかりと見極め、将来を見据えた持続可能な行政運営の推進に留意 

して予算編成作業に取り組むこととする。そのためには、職員一人ひとりが将来に 

対する危機意識を強く持ち、予算要求に臨む必要がある。 

 

 

 

１ 第５次総合計画 

総合計画においては、「ときめきとみどりあふれる快活都市」を将来像とし、これ 

を実現するために３つの重点戦略「若い世代定住プロジェクト」、「みどり活用プロ 

ジェクト」、「拠点創造プロジェクト」を掲げている。この重点戦略は、市の厳しい 

財政状況を踏まえながらも、持続可能なまちづくりを進めていくために、今後、優先 

的・重点的に力を入れて取り組まなければならない事業を明確化するために定めたも 

のである。また、重点戦略に基づく施策は、庁内横断的な要素が含まれており、単独 

の課等のみで取り組むのではなく、複数の課等が連携して事業を展開することにより、 

相乗効果を発揮して事業効果と効率性を高めていくことが重要である。平成３０年度 

当初予算の編成に当たっては、重点戦略に基づく事業に優先的・重点的に予算を配分 

することとする。 

よって、各部においては、３つの重点戦略における各々の役割と責務を再確認し、 

目的を達成するための予算要求をすること。 

 

 

２ 行政経営改革 

市の行政経営改革は、成果に重点を置いて、市民にとって最適な施策・事業を選択 

していく行政経営の視点から改革に取り組むこととし、行政サービスのあり方、公共 

施設等のあり方、協働による行政運営のあり方などを定める白井市行政経営指針では、 

「市民自治のまちづくり」、「自立した行財政運営」、「将来を見据えた公共施設等 

の最適な配置」の３つの基本方針を定め、第５次総合計画の前期基本計画と後期基本 

計画のそれぞれの最終年度における基金残高等の目標値を示した。 

現在、同指針に基づき、具体的に取り組むための行政経営改革実施計画を策定中で 

あるため、平成３０年度は、基本方針で示された取り組み事項の下、先行して取り組 

めるものについては取り入れることとし、スクラップ＆ビルドの徹底を図ることと 

する。 

また、行政経営指針と併せ、公共施設等に関する様々な課題に適正に対処するため 

に、本市の全ての公共施設等を対象とし、長期的な視点に立った総合的かつ計画的な 

管理に関する基本的な方針を定めた、白井市公共施設等総合管理計画を策定した。本 

計画では、今後対策を講じなければ、計画期間（４０年間）内における公共施設等の 

更新費用の不足額が２５８億円（年平均７億円）となり、その対策として、平成３０ 

年度には修繕計画、平成３１年度以降には個別施設計画の策定に着手することとして 
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いるため、平成３０年度における公共施設等の新設及び大規模改修等については、 

次のとおり対応することとする。 

 

 

 

◎公共施設等の新設及び大規模改修等への対応 

  

公共施設等の整備については、修繕計画及び個別施設計画との整合性を図る必要が 

あることから、実施計画事業を除き、公共施設等の新設及び大規模改修等の予算 

要求は、原則として凍結する。ただし、市民の安全に関わる施設の改修については、 

必要な事業費を見積もること。 

 

 

平成３０年度予算編成作業について 

各部課においては、事務事業の構築に当たり、限られた行政資源のもと、創意工夫 

を凝らして最少の経費で最大の効果を上げるために、これまで取り組んできた「選択 

と集中」によるマネジメントがさらに求められる。 

各課で解決できない課題については、部内はもとより部を超えた連携を一層図る 

ため、部長間による協議を実施し、市全体を見据えた庁内横断的な予算編成を実施 

する。 

平成３０年度予算編成に当たっては、第５次総合計画の将来像の実現を重視すると 

ともに、行政経営改革の推進、各事務事業の行政評価結果を反映し、選択と集中に 

よる事業精査を行うこととする。 

今後の白井市の姿を見据え、身の丈に合った予算とするため、以下のとおり作業に 

当たること。 

１）予算要求段階から各部長等による部内調整を十分発揮すること。 

２）各部長等は、事業の対象者や業務の内容に応じた効果的な運営となるよう、 

各部内に限定せず、複数課において類似又は関連する事業を精査し、連携に 

ついて調整すること。 

 

 

１ 歳入の取組み 

  事業の財源については、従前からの財源だけでなく、先進自治体の取組みや事例 

を参考に、積極的に歳入獲得手段について広く検討を行い、これまで以上に財源の 

確保に努め、次の事項に取り組むこと。 

 

(1)自主財源の確保 

自主財源の根幹をなす市税については、課税客体を確実に捕捉し、公正公平に 

賦課すること。 

徴収率については、わずかずつ向上の傾向がみられるが、上下水道料金、保育 

料、給食費等の徴収も含めて、さらなる向上に向けて取り組むこと。特に、滞納 
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に対しては、現年度分については早期に対応し滞納の発生を未然に防止すると 

ともに、滞納繰越分については可能な限り滞納整理手法による徴収努力を尽くす 

こと。 

 

(2)国・県補助金、使用料・手数料などの特定財源の確保 

  国の補助事業については、平成２９年度に予定されていた事業における補助金 

削減などがあったことから、当初計画していた事業計画の見直しを余儀なくされ、 

一部の事業では市債の追加や一般財源による財源振替という事態が生じた。この 

ことから、国及び県の予算編成や補助制度の動向を注視するとともに、他団体の 

補助制度の活用事例を情報収集し、補助対象となるものは積極的に活用するととも 

に、補助制度の変更等に的確に対応し、漏れのないように補助要望し、可能な限り 

特定財源の確保に努めること。 

また、補助事業であることを理由に安易に事業採択を行い、結果として多額の 

一般財源の持ち出しを招かぬよう留意すること。 

なお、補助の打ち切り、負担・補助割合の変更等があった場合は、必ず事業内容 
を見直し、打ち切り、縮小を行うこと。 

  使用料・手数料については、平成２８年度の全庁的な見直し結果に基づき、事業 

費を適正に見積もること。 

  地方債については、行政経営指針で示した地方債残高２００億円以下という目標 

値を踏まえ、起債事業を厳選し、優位な地方債の借入手法などについて検討し要求 

すること。 

 

 

２ 歳出の取組み 

歳出予算の取り組みについては、最少の経費で最大の効果を上げるように、事務 

事業の見直しを徹底することとする。 

そのためには、日頃からコスト意識を強く持ち、市民ニーズの的確な把握を徹底 

するとともに、創意工夫と柔軟な発想を持って、市民サービスの向上を図りながら、 

費用対効果や効率性などを見極め、経費や事務の無駄を省くことを心がけることが 

重要である。 

部課長はマネジメント力を発揮し部課内の主体性・自主性を持って、次の事項に 

取り組まれたい。 

 

(1)自己査定の徹底 

  部単位で事業内容を精査し、事業の優先順位と積算根拠を明確にすること。 

また、事業費や事務量の抑制を図るため、前年度と同様の事業であっても、事業 

内容を徹底的に見極め、仕様等の見直しや在庫等の状況を確認して要求すること。 

 

(2)行政評価結果の反映 

  平成２９年度に実施した行政評価の結果を反映すること。評価未実施の事業に 

関しても、白井市事務事業評価及び事務事業の見直し基準（平成２９年７月）で 

示した３つの視点（必要性、有効性、効率性）に基づいて事業の検証を行った上で、 
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事業費を計上すること。 

 

 

① 必要性 

 ・市が関与する公共性が薄れている事業は、廃止を前提に検討すること。 

  ・市民にもたらす利益に対して事業費が過大となっていないか精査し、真に必要 

な事業費を要求すること。 

② 有効性 

 ・国・県・民間に類似の事業・サービスがあるものは、廃止を前提に検討すること。 
・他事業と連携、統合することで、より効果的な事業を展開できないか検討する 

こと。 
・過去の成果が芳しくない事業は、ゼロベースで事業設計を見直すこと。なお、 

事業設計の見直しが予算編成前に完了しない場合は、平成３０年度の事業執行を 
休止すること。 

・国・県の補助基準に一般財源を上乗せしているなど、サービス水準が過剰になっ 
ている事業は、その必要性を検証すること。 

③ 効率性 

 ・民間委託や市民団体等との協働など、事業の実施主体の転換を促進すること。 
・業務の進め方の改善、実施体制の見直しなど、職員負担を軽減する方策を検討 

すること。 
 


